
2026年 10月 20日 

吸収合併に係る事前開示書面 

（吸収合併存続会社：会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 191 条に基づく開示事項） 

（吸収合併消滅会社：会社法第 782 条第 1 項及び会社法施行規則第 182 条に基づく開示事項） 

 

東京都港区六本木六丁目 10番 1号 

株式会社ハウテレビジョン 

代表取締役 音成 洋介 

 

東京都港区六本木六丁目 10番 1号 

mond Japan株式会社 

代表取締役 音成 洋介 

株式会社ハウテレビジョン（以下「吸収合併存続会社」といいます。）及び mond Japan株

式会社（以下「吸収合併消滅会社」といいます。）は、2026年 9月 29日に締結した吸収合

併契約書（以下「本件契約」といいます。）に基づき、2026年 12月 1日を効力発生日（以

下「本件効力発生日」といいます。）として、吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社を吸

収合併する合併（以下「本件合併」といいます。）を行うことといたしました。本件合併

に関する開示事項は次のとおりです。 

記 

１．吸収合併契約の内容 

別紙 1の吸収合併契約書のとおりです。 

２．合併対価の相当性に関する事項 

本件合併は完全親子会社間の合併であり、合併対価の交付はありません。また、本件

合併による吸収合併存続会社の資本金及び資本準備金の額の増加はありません。 

３．新株予約権の定めの相当性に関する事項 

吸収合併消滅会社は新株予約権を発行しておりませんので、該当事項はありません。 

４．吸収合併存続会社に関する事項 

（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容 

吸収合併存続会社は、有価証券報告書を関東財務局に提出しております。最終

事業年度に係る計算書類等については、「金融商品取引法に基づく有価証券報

告書等の開示書類に関する電子開示システム（EDINET）」又は吸収合併存続会

社の下記 Web サイトよりご覧いただけます。 

https://howtelevision.co.jp/ir/library/ 

（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等 

該当事項はありません。 

（３）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の



会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

５．吸収合併消滅会社に関する事項 

（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙 2の計算書類等のとおりです。 

（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等 

該当事項はありません。 

（３）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の

会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

６．本件効力発生日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項 

本件合併後における吸収合併存続会社の資産の額は、負債の額を十分に上回る見込み

です。また、吸収合併存続会社の収益状況及びキャッシュフロー等に鑑み、吸収合併

存続会社の負担する債務については、本件効力発生日以後も履行の見込みに問題ない

ものと判断しています。 

７．吸収合併契約等備置開始日後、本件合併が効力を生ずる日までの間に上記の事項に変

更が生じたときにおける変更後の当該事項 

変更がありましたら直ちに開示いたします。 

以上 
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合併契約書 

 

株式会社ハウテレビジョン（以下「甲」という。）と mond Japan 株式会社（以下「乙」と

いう。）とは、甲を吸収合併存続会社とし、乙を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下

「本合併」という。）につき、次のとおり合併契約（以下「本契約」という。）を締結す

る。 

第 1 条（本合併の方式・当事者） 

甲と乙は、本契約の定めるところに従い、会社法第 748 条に基づき、甲を吸収合併存続会

社、乙を吸収合併消滅会社とする吸収合併（同法第 2条第 27 号）を行い、甲は乙の権利義

務の一切を承継し、乙は解散するものとする。 

第 2 条（商号・住所） 

吸収合併存続会社及び吸収合併消滅会社の商号及び住所は、以下のとおりとする。 

 

【吸収合併存続会社（甲）】 

商号：株式会社ハウテレビジョン 

住所：東京都港区六本木六丁目１０番１号 

 

【吸収合併消滅会社（乙）】 

商号：mond Japan 株式会社 

住所：東京都港区六本木六丁目１０番１号 

第 3 条（合併対価） 

甲は完全親会社として乙の発行済株式の全部を保有しているため、本合併に際し、乙の株主

に対して金銭その他一切の対価を交付しない。 

第 4 条（本合併に伴う存続会社の資本金及び準備金の額に関する事項） 

本合併に伴う甲の増加すべき資本金及び準備金は以下のとおりとする。 

資本金：金０円 

資本準備金：金０円 

その他の準備金：金０円 

別紙１
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第 5 条（効力発生日） 

本合併がその効力を生じる日（以下「効力発生日」という。）は 2026 年 12 月 1 日とする。

ただし、本合併の手続進行上の必要から、甲乙協議の上、これを変更することができる。 

第 6 条（株主総会の承認決議等） 

１．甲は、会社法第 796 条第 2項の規定に基づき、本合併につき株主総会の承認を得ること

なく、本契約を締結する。ただし、同項ただし書に該当する事情が生じた場合は、効力

発生日の前日までに株主総会の決議により本合併について本契約の承認を得るものとす

る。 

２．乙は、会社法第 784 条第 1項の規定に基づき、本合併につき株主総会の承認を得ること

なく、本契約を締結する。 

第 7 条（合併をするために必要な手続） 

甲及び乙は、本合併の効力発生日まで、それぞれ会社法その他の法令で要求される手続（債

権者に対する公告及び個別の催告、事前開示書面の本店備置、労働者への説明その他を含

む。）を誠実に履行する。 

第 8 条（乙の業務遂行等） 

乙は、本契約締結後効力発生日までの間、その業務及び財産の管理・運営を、善良なる管理

者の注意をもって行うものとし、その財産及び権利義務に重要な影響を及ぼす行為を行う場

合は、事前に甲と協議の上、これを行うものとする。 

第 9 条（本契約の変更及び本合併の中止） 

本契約の締結日から効力発生日までの間、天災地変その他これに準ずる事由により、甲又は

乙の財産状態又は経営状態に重大な変動が生じたときその他本合併の実行に重大な障害とな

る事由が発生又は判明したときは、甲乙協議の上、本契約の条件その他を変更し、又は本合

併を中止することができる。 

第 10 条（本契約の効力） 

本契約は、効力発生日までに、会社法第 796 条第 2 項ただし書の規定により甲の株主総会の

承認が必要となった場合においてその承認が得られないときは、その効力を失う。 
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第 11 条（協議事項） 

本契約に定めるもののほか、本合併に関し必要な事項は、本契約の趣旨に従い甲乙協議の

上、これを定めるものとする。 

第 12 条（管轄） 

本契約に関し生じた一切の紛議については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判

所とする。 

 

 

本契約成立を証するため、本書の電磁的記録を作成し、甲及び乙が合意の後電子署名を施

し、各自その電磁的記録を保管する。 

 

2026 年 9月 29 日 

 

甲：東京都港区六本木 6-10-1 六本木ヒルズ森タワー28F 

      株式会社ハウテレビジョン 

      代表取締役 音成 洋介         

 

乙：東京都港区六本木 6-10-1 六本木ヒルズ森タワー28F 

      mond Japan 株式会社 

      代表取締役 音成 洋介         



自 2025年 02月01日

至 2026年 01月31日

決 算 報 告 書

2025 年度

別紙２



mond Japan株式会社 （単位：　円）

貸 借 対 照 表

2026年01月31日　現在

資 産 の 部

科 目 金 額

負 債 の 部

科 目 金 額

【流動資産】 22,149,018

現 金 及 び 預 金 100

未 収 還 付 法 人 税 等 13,217,018

未 収 還 付 消 費 税 等 8,931,900

資 産 の 部 合 計 22,149,018

【流動負債】 3,176,168

未 払 金 3,141,168

未 払 法 人 税 等 35,000

負 債 の 部 合 計 3,176,168

純 資 産 の 部

【株主資本】 18,972,850

資 本 金 10,000,000

資 本 剰 余 金 6,523,296

そ の 他 資 本 剰 余 金 6,523,296

利 益 剰 余 金 2,449,554

そ の 他 利 益 剰 余 金 2,449,554

繰 越 利 益 剰 余 金 2,449,554

純 資 産 の 部 合 計 18,972,850

負債及び純資産の部合計 22,149,018



mond Japan株式会社 （単位：　円）

損 益 計 算 書

2025年02月01日 〜 2026年01月31日

科 目 金 額

売 上 総 利 益 0

【販売管理費】

販 売 管 理 費  計 0

営 業 利 益 0

【営業外収益】

受 取 利 息 118

営 業 外 収 益  計 118

経 常 利 益 118

税 引 前 当 期 純 利 益 118

【法人税等】

法人税・住民税及び事業税 70,000

法 人 税 等  計 70,000

【法人税等調整額】

法 人 税 等 調 整 額 2,414,849

法 人 税 等 調 整 額  計 2,414,849

当 期 純 利 益 △2,484,731



mond Japan株式会社 （単位：　円）

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 内 訳 書

2025年02月01日 〜 2026年01月31日

科 目 金 額

販 売 管 理 費  計 0
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